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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 85,145 △10.1 2,079 13.0 2,117 3.7 1,166 88.9
21年3月期 94,701 △15.5 1,840 △50.0 2,041 △47.0 617 △71.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 11,000.86 ― 5.4 4.9 2.4
21年3月期 5,824.91 ― 2.9 4.4 1.9

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 45,649 21,911 48.0 206,711.56
21年3月期 40,680 21,413 52.6 202,012.93

（参考） 自己資本   22年3月期  21,911百万円 21年3月期  21,413百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 △225 △100 703 1,621
21年3月期 3,566 △801 △2,954 1,245

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 3,300.00 ― 3,300.00 6,600.00 699 113.3 3.3
22年3月期 ― 2,500.00 ― 2,500.00 5,000.00 530 45.5 2.4

23年3月期 
（予想）

― 3,000.00 ― 3,000.00 6,000.00 38.8

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

43,500 6.3 870 41.4 850 36.9 490 58.7 4,622.64

通期 91,000 6.9 2,690 29.4 2,600 22.8 1,640 40.6 15,471.70
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧
ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、18ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 106,000株 21年3月期 106,000株

② 期末自己株式数 22年3月期  ―株 21年3月期  ―株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 75,888 △13.8 1,700 △9.1 1,935 △12.2 981 27.6
21年3月期 88,009 △19.5 1,869 △46.3 2,204 △39.5 769 △63.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 9,261.65 ―

21年3月期 7,259.87 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 45,482 21,764 47.9 205,325.32
21年3月期 40,169 21,430 53.4 202,172.37

（参考） 自己資本 22年3月期  21,764百万円 21年3月期  21,430百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する説明等につきましては、3ページ「1.経営成績 （1）経営成績に関する
分析」をご覧ください。 
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 ①当期の経営成績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、デフレ経済の長期化や雇用問題等、景気の先行きに不安を残す要

素があるものの、各種景気対策が功を奏したことや、新興国経済の好転により、企業収益が持ち直している

ことなどから、緩やかな回復基調のもとに推移してまいりました。 

 当社グループが参画しておりますエレクトロニクス業界におきましても、総じて需要が回復局面にあると

考えられております。半導体市場では、前期より続いていた在庫調整が終了し、適正な需給バランスへとシ

フトする中、第3四半期以降、PC、スマートフォン及び産業機器向け半導体製品等の需要が急速に改善いた

しました。IT・ネットワーク市場では、クラウドコンピューティングをはじめネットワークを介したサービ

スが台頭しており、今後の発展が見込まれておりますが、景気が回復の兆しを示す場面でも、設備投資は低

調な状態が続き、サーバの出荷台数等に係る関連指標は軒並前期を下回る傾向を示しております。 

 このような状況の中、当連結会計年度の売上高は851億4千5百万円（前期比10.1％減)、営業利益は20億7

千9百万円（前期比13.0％増)、経常利益は21億1千7百万円（前期比3.7％増)、当期純利益は11億6千6百万円

（前期比88.9％増）となりました。 

 当社グループにおける事業の種類別セグメントに係る業績につきましては、次のとおりであります。 

  

 [半導体及び電子デバイス事業] 

 薄型テレビや周辺機器を含むデジタル家電等、民生機器関連に係る半導体製品につきましては景気対策の

影響もあり、期首から第2四半期にかけて順調に推移いたしました。また、既存顧客の深耕や新規顧客の開

拓が寄与することで、専用ICやマイクロプロセッサが伸長いたしました。さらに、低迷していた産業機器及

びコンピュータ向け半導体製品等につきましても、期末に向けて復調してきたことなどから、売上高は674

億3千9百万円（前期比10.1％減）、営業利益は8億6千2百万円（前期比17.1％増）となりました。 

  

 [コンピュータシステム関連事業] 

 企業を取り巻く事業環境が厳しい状況で推移する中、IT投資に対しても慎重な姿勢がうかがえ、ストレー

ジ等に係る製品販売が苦戦を強いられることとなりました。しかしながら、安定したネットワーク環境を維

持するため、保守サービスに対する需要は堅調に推移したことなどから、売上高は177億6百万円（前期比

10.2％減）、営業利益は12億1千6百万円（前期比10.3％増）となりました。 

  

厳しい雇用環境やデフレ経済の長期化による商品価格の下落など、企業にとっては厳しい側面も散見され

ておりますが、国内における景気対策の延長やアジア地域における需要拡大に牽引される形で、暫くは経済

の回復基調が継続すると見込まれております。この傾向はエレクトロニクス業界においても同様であると予

測され、半導体製品等に対する需要は引き続き改善し、これまで膠着していたIT投資につきましても、期の

後半からは徐々に回復することが期待されております。 

こうした状況のもと、当社グループでは、販売体制の強化、サポート力の強化、自社商品開発への注力を

図ることで、企業体質の強化に努めてまいります。平成23年3月期の連結業績見通しにつきましては、売上

高910億円（前期比6.9％増）、営業利益26億9千万円（前期比29.4％増）、経常利益26億円（前期比22.8％

増）、当期純利益16億4千万円（前期比40.6％増）を見込んでおります。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

 ②次期の見通し
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 ①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度における総資産は456億4千9百万円となり、前連結会計年度末に比べ49億6千8百万円の増

加となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が増加したことによります。負債総額は237億3千7百万

円となり、前連結会計年度末に比べ44億7千万円の増加となりました。これは主に、買掛金、短期借入金、

未払法人税等が増加したことによります。また、純資産総額は219億1千1百万円となり、前連結会計年度末

に比べ4億9千8百万円の増加となりました。以上の結果、自己資本比率は48.0%となり前連結会計年度末に比

べ4.6ポイント減少いたしました。 

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ3億7

千5百万円増加し、16億2千1百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は2億2千5百万円(前年同期は35億6千6百万円の収入)となりました。これは

主に税金等調整前当期純利益の計上、仕入債務の増加等の資金増加要因があった一方、売上債権の増加、法

人税等の支払い等の資金減少要因がこれを上回ったためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は1億円(前年同期は8億1百万円の使用)となりました。これは主に半導体集

積回路用マスク(回路原版)の取得、ネットワーク機器の取得、投資有価証券の取得によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は7億3百万円(前年同期は29億5千4百万円の使用)となりました。これは主に

配当金の支払いがあった一方、短期借入金が増加したことによるものです。 
  

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 1 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 2 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により計算しております。 

※ 3 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象  

   としております。 

※ 4 平成22年3月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオ 

     につきましては、営業キャッシュ・フローがマイナスであるため、記載しておりません。 

(2) 財政状態に関する分析

第24期 第25期

平成21年3月 平成22年3月

自己資本比率 52.6% 48.0%

時価ベースの自己資本比率 26.1% 34.1%

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 1.1  ─

インタレスト・カバレッジ・レシオ 48.9 ─
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当社は、株主重視を経営の最重要事項の一つと位置付けており、継続的かつ安定的な配当実施を原則

としております。また、成長に応じた利益還元につきましても重視し、業績連動型配当として、連結当

期純利益に対する配当性向30％を目安とすることを基本方針としております。 

内部留保金につきましては、自社ブランド商品の開発強化と海外事業展開やIT（情報技術）への投資

等業容拡大のための投資に有効活用することにより、業績の向上、企業価値の増大を図り、株主の皆様

への利益還元を充実していく所存であります。 

この方針のもと、当期に係る剰余金の配当につきましては、継続的かつ安定的な配当実施という基本

方針を重視し、取締役会決議により、期末配当を2,500円、中間配当2,500円と合わせた年間配当を1株

につき5,000円とする予定であります。 

なお、次期（平成23年3月期）の配当予想につきましては、1株当たり年間配当金6,000円（中間3,000

円・期末3,000円）を予定しております。 

  

①業績の変動要因について 

 当社グループでは、半導体をはじめとした国内外のエレクトロニクス商品、自社ブランド商品、ネットワ

ーク機器及びソフトウェア等を主に取扱っております。半導体及び電子デバイス事業では、得意先が大手エ

レクトロニクスメーカー等であることから、半導体需要や設備投資動向に影響を受ける可能性があります。

コンピュータシステム関連事業では、顧客がネットワークやシステムの構築・整備に関連した企業や団体等

であることから、IT投資等の設備投資に係る動向に影響を受ける可能性があります。当社グループでは従来

より、付加価値が高く、価格変動が比較的少ない商品の取扱いを増やすこと等で、これらの影響を回避する

方策を採っておりますが、取引相手先を含めたエレクトロニクス業界全体の需給バランスが悪化することに

より、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。 

 ②為替変動の影響について 

 当社グループは、エレクトロニクス商品の輸出入取引を行っており、また、一部の国内顧客との間におい

て外貨建取引を行っております。取引発生時と決済時の為替変動リスクに関しては、為替予約によってリス

ク回避に努めております。また、為替変動による仕入価格の変動に関しては、仕入価格の動向を勘案して販

売価格を改定する等の方策を採っておりますが、急激な為替変動は当社グループの業績に影響が及ぶ可能性

があります。 

 ③仕入先の依存度について 

 当社グループの主要な仕入先は、ザイリンクス社及び富士通エレクトロニクス株式会社であり、平成22年

3月期における当社グループの総仕入実績に対する割合はそれぞれ15.5％及び12.4％となっております。各

社とは取引基本契約を締結し、これまで取引関係は安定的に推移してきましたが、このような取引関係が継

続困難となった場合や、主要仕入先の製品需要の動向によっては、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性

があります。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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④親会社等との関係について 

 当社グループは、当社の親会社である東京エレクトロン株式会社（持株比率55.4％）を中核とした東京エ

レクトロングループ（以下「グループ」といいます。）の一員であり、半導体電子部品及びコンピュータ・

ネットワーク部門を担っております。グループはその他、半導体製造装置及びFPD/PV（フラットパネルディ

スプレイ及び太陽電池）製造装置の製造子会社並びにグループ内のサービス子会社で構成されており、グル

ープ内で事業の棲み分けが図られているため、当社グループと競合関係にある会社はありません。 

 なお、平成22年3月期における当社グループとグループ会社との取引関係、人的関係等は次のとおりであ

ります。しかしながら、当社グループとグループ会社との取引関係、人的関係の安定性は保証されているわ

けではありません。 

A.営業取引 

 a.親会社・・・仕入高1,527千円、売上高189,684千円 

 売上は主に顧客の要望に応じて親会社を経由して販売する場合であります。仕入は当該取引に係る手数料

及び親会社の取扱商品を顧客の要望に応じて仕入れる場合であり、取引条件は両社の商品の市場価格から算

定した価格によっております。 

b.親会社以外のグループ会社・・・仕入高661,962千円、売上高665,166千円 

 仕入は主に売上原価として計上される東京エレクトロンBP株式会社に対する物流業務委託費・倉庫賃借料

の支払いであり、取引条件は一般的な取引条件を勘案し、協議の上決定しております。売上は半導体製造装

置及びFPD/PV（フラットパネルディスプレイ及び太陽電池）製造装置の製造子会社に対する当社商品の販売

であり、取引条件は当社の商品の市場価格から算定した価格によっております。 

B.営業取引以外の取引 

 a.親会社・・・39,817千円 

 主にコンピュータ使用料及びエンジニアリングセンターの土地賃借料の支払いであり、コンピュータ使用

料は一般的な取引条件を勘案し、また、土地の賃借料は固定資産税評価額を基準に算定し、協議の上決定し

ております。 

b.親会社以外のグループ会社・・・458,882千円 

 主に東京エレクトロンBP株式会社に対する給与計算業務委託費及びリース料等の支払い、東京エレクトロ

ンエージェンシー株式会社に対する保険料の支払い等であります。いずれも取引条件は一般的な取引条件を

勘案し、協議の上決定しております。 

C.親会社からの役員受入 

 半導体業界に幅広い人的ネットワークと見識を兼ね備えた親会社の人材を受け入れることは、当社経営の

一助となると考えております。なお、日常の経営意思決定ならびに業務執行につきましては、当社常勤役員

により行われておりますので、経営の独立性は確立していると考えております。 

 親会社の役員等による兼任状況は次のとおりであります。 

 
  

  

  

氏 名 当社における役職 親会社における役職
東  哲郎 取締役（非常勤） 取締役会長
原   護 取締役（非常勤） 取締役
田中 健生 監査役（非常勤） 顧問
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当社を中心とする企業集団は、当社、親会社及び子会社5社（連結子会社3社、非連結子会社2社）で構成

されております。 

当社グループ（当社及び当社の子会社）は、集積回路を中心とした半導体製品、ボード製品、一般電子部

品、ネットワーク機器、ストレージ機器、ソフトウェア等、国内外のエレクトロニクス商品及び自社ブラン

ド商品を主として大手エレクトロニクスメーカーに販売しております。 

当社の連結子会社であるパネトロン株式会社は、国内のエレクトロニクスメーカーに対し、当社取り扱い

商品とは異なる商品の販売を行っており、TOKYO ELECTRON DEVICE HONG KONG LTD.及びTOKYO ELECTRON 

DEVICE SINGAPORE PTE.LTD.は、アジアパシフィックに生産拠点を展開する日系顧客に対し、商品の販売を

行っております。 

当社の非連結子会社であるTOKYO ELECTRON DEVICE（SHANGHAI）LTD.及びTOKYO ELECTRON DEVICE（WUXI）

LTD.は、当社が委託した半導体等の回路設計・開発及びソフトウェアの設計・開発を行っております。 

当社の親会社である東京エレクトロン株式会社は、半導体製造装置及びFPD/PV（フラットパネルディスプ

レイ及び太陽電池）製造装置等の産業用エレクトロニクス製品の製造・販売を主な事業としております。 

  
  ＜事業の系統図＞ 

 
  

  （注） 図中の矢印は、商品及びサービスの流れを示しております。 

  

2. 企業集団の状況
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当社グループは、①技術力向上に努め、②高付加価値ビジネスを志向し、③安定した利益成長を図

り、④エレクトロニクス社会の発展へ貢献することを経営の基本方針としております。この基本方針の

もと、株主、顧客及び従業員の満足度向上に取り組んでまいります。 

  

昨今の経済情勢と当社グループを取り巻く事業環境の変化を踏まえ、経営戦略を加味した中期経営計

画を現在策定しております。なお、当該計画につきましては内容が確定次第、発表する予定でありま

す。 

  

当社グループが参画しておりますエレクトロニクス業界につきましては、いまだ厳しさは残るもの

の、世界経済の回復に呼応し、明るさが見え始めております。また、今後も中長期的には、BRICsを始

めとする新興国向け需要を中心として、市場の一段の成長が期待されております。 

このような市場環境のもと、当社グループでは、以下の取り組みを推進してまいります。 

  

・事業再編や提携等の動きに合わせて商権拡大を図るとともに、営業拠点の拡充により、既存顧客への

販売体制強化に努めてまいります。また、新規顧客、新規商品の開拓にも注力してまいります。 

・海外事業につきましては、これまで培ってきた技術力を生かし、海外のお客様へのサポート体制の強

化に注力することによって、高付加価値の商品のグローバルな展開を推進してまいります。また、海

外営業拠点（主にASEAN地域）につきましても拡充していく所存であります。 

・開発ビジネスにつきましては、自社ブランドである「inrevium(インレビアム)」の商品開発に引き続

き注力するとともに、設計から製造・品質保証までの一貫した物作り体制を確立し、OEMビジネスの

強化に努めてまいります。 
  

・ネットワーク経由でITサービスを提供するクラウドコンピューティングの普及により、データセンタ

ー市場の高成長が見込まれております。そうした中、当社グループとしてはその需要の高まりに応え

るべく、システム構築、製品販売、保守を組み合わせた高付加価値のトータルソリューション提供ビ

ジネスの強化に努めてまいります。 

・顧客別営業体制の推進と各地の拠点の活用により、一層の顧客に密着した営業展開の強化に努めてま

いります。 
  

・今後成長が見込まれる環境・省エネルギー関連の商品（AC駆動LED、高機能リチウム電池等）の取扱

いを拡大し、販売強化に努めてまいります。 

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

① 半導体及び電子デバイス事業の強化

② コンピュータシステム関連事業の強化

③ 新規事業への進出
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年3月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年3月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,245,602 1,621,262

受取手形及び売掛金 15,479,382 20,890,706

商品及び製品 15,812,839 15,508,551

仕掛品 66,631 128,158

繰延税金資産 497,069 941,475

未収消費税等 1,144,199 943,823

その他 1,610,822 1,104,692

貸倒引当金 △1,559 △2,002

流動資産合計 35,854,988 41,136,668

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,216,835 1,196,766

減価償却累計額 △351,253 △422,907

建物及び構築物（純額） 865,581 773,858

工具、器具及び備品 1,390,454 1,438,210

減価償却累計額 △943,499 △1,108,855

工具、器具及び備品（純額） 446,955 329,354

リース資産 24,235 25,830

減価償却累計額 △1,915 △7,276

リース資産（純額） 22,320 18,553

有形固定資産合計 1,334,856 1,121,766

無形固定資産   

その他 643,933 464,922

無形固定資産合計 643,933 464,922

投資その他の資産   

投資有価証券 49,115 18,000

繰延税金資産 1,622,276 1,791,118

その他 1,686,565 1,630,786

貸倒引当金 △511,509 △514,244

投資その他の資産合計 2,846,446 2,925,660

固定資産合計 4,825,237 4,512,349

資産合計 40,680,225 45,649,018
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年3月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年3月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 6,706,615 7,255,698

短期借入金 3,806,681 5,105,824

未払金 856,930 1,441,405

未払法人税等 177,903 1,132,170

前受金 2,137,465 2,153,103

賞与引当金 488,256 856,855

役員賞与引当金 － 26,158

その他 308,517 567,449

流動負債合計 14,482,369 18,538,665

固定負債   

退職給付引当金 4,304,637 4,715,170

役員退職慰労引当金 115,100 102,523

その他 364,747 381,234

固定負債合計 4,784,484 5,198,928

負債合計 19,266,854 23,737,593

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,495,750 2,495,750

資本剰余金 5,645,240 5,645,240

利益剰余金 13,351,925 13,903,216

株主資本合計 21,492,916 22,044,207

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △6,002 －

繰延ヘッジ損益 △28,442 △67,167

為替換算調整勘定 △45,100 △65,614

評価・換算差額等合計 △79,545 △132,781

純資産合計 21,413,370 21,911,425

負債純資産合計 40,680,225 45,649,018
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年4月 1日 
 至 平成21年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年4月 1日 
 至 平成22年3月31日) 

売上高 94,701,532 85,145,487

売上原価 79,992,053 70,671,609

売上総利益 14,709,479 14,473,878

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 4,600,607 4,596,268

賞与引当金繰入額 471,960 820,895

役員賞与引当金繰入額 － 26,158

退職給付引当金繰入額 753,610 844,067

その他 7,043,211 6,106,898

販売費及び一般管理費合計 12,869,389 12,394,288

営業利益 1,840,090 2,079,589

営業外収益   

受取利息 896 171

受取配当金 249 251

為替差益 348,361 68,874

セミナー開催収入 2,893 1,949

受取保険金 25,260 －

保険配当金 23,231 22,324

消費税免除益 － 14,235

その他 12,268 14,038

営業外収益合計 413,161 121,845

営業外費用   

支払利息 72,862 32,642

売上債権売却損 132,678 44,902

その他 6,479 6,642

営業外費用合計 212,021 84,187

経常利益 2,041,230 2,117,246

特別損失   

固定資産売却損 183 －

固定資産除却損 20,525 26,736

貸倒引当金繰入額 497,860 －

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 469 3,970

投資有価証券評価損 － 59,219

ゴルフ会員権評価損 14,879 251

本社移転費用 212,569 －

特別損失合計 746,487 90,177

税金等調整前当期純利益 1,294,743 2,027,069

法人税、住民税及び事業税 705,777 1,451,796

法人税等調整額 △28,474 △590,817

法人税等合計 677,302 860,978

当期純利益 617,440 1,166,091
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年4月 1日 
 至 平成21年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年4月 1日 
 至 平成22年3月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,495,750 2,495,750

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,495,750 2,495,750

資本剰余金   

前期末残高 5,645,240 5,645,240

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,645,240 5,645,240

利益剰余金   

前期末残高 13,438,808 13,351,925

当期変動額   

連結範囲の変動 △4,724 －

剰余金の配当 △699,600 △614,800

当期純利益 617,440 1,166,091

当期変動額合計 △86,883 551,291

当期末残高 13,351,925 13,903,216

株主資本合計   

前期末残高 21,579,799 21,492,916

当期変動額   

連結範囲の変動 △4,724 －

剰余金の配当 △699,600 △614,800

当期純利益 617,440 1,166,091

当期変動額合計 △86,883 551,291

当期末残高 21,492,916 22,044,207
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年4月 1日 
 至 平成21年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年4月 1日 
 至 平成22年3月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △5,420 △6,002

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △582 6,002

当期変動額合計 △582 6,002

当期末残高 △6,002 －

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 64,622 △28,442

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △93,064 △38,724

当期変動額合計 △93,064 △38,724

当期末残高 △28,442 △67,167

為替換算調整勘定   

前期末残高 △34,127 △45,100

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,973 △20,513

当期変動額合計 △10,973 △20,513

当期末残高 △45,100 △65,614

評価・換算差額等合計   

前期末残高 25,074 △79,545

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △104,620 △53,236

当期変動額合計 △104,620 △53,236

当期末残高 △79,545 △132,781

純資産合計   

前期末残高 21,604,874 21,413,370

当期変動額   

連結範囲の変動 △4,724 －

剰余金の配当 △699,600 △614,800

当期純利益 617,440 1,166,091

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △104,620 △53,236

当期変動額合計 △191,503 498,054

当期末残高 21,413,370 21,911,425
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年4月 1日 
 至 平成21年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年4月 1日 
 至 平成22年3月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,294,743 2,027,069

減価償却費 473,286 485,461

貸倒引当金の増減額（△は減少） 492,864 3,178

賞与引当金の増減額（△は減少） △174,868 369,137

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △44,550 26,158

退職給付引当金の増減額（△は減少） 445,060 410,533

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14,828 △12,577

受取利息及び受取配当金 △1,146 △422

支払利息 72,862 32,642

為替差損益（△は益） △57 579

有形固定資産売却損益（△は益） 183 －

有形固定資産除却損 18,828 7,788

無形固定資産除却損 1,696 18,948

投資有価証券評価損益（△は益） － 59,219

ゴルフ会員権評価損 14,879 251

売上債権の増減額（△は増加） 10,140,781 △5,449,221

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,870,104 208,598

仕入債務の増減額（△は減少） △7,181,805 579,908

未収消費税等の増減額（△は増加） △332,489 200,376

その他 △1,878,928 1,355,869

小計 5,196,618 323,499

利息及び配当金の受取額 1,146 422

利息の支払額 △72,895 △32,653

法人税等の支払額 △1,557,953 △517,061

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,566,916 △225,792

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △618,441 △66,991

有形固定資産の売却による収入 1,075 167

無形固定資産の取得による支出 △112,622 △12,851

投資有価証券の取得による支出 － △18,000

その他 △71,307 △2,467

投資活動によるキャッシュ・フロー △801,295 △100,143

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,253,780 1,324,151

配当金の支払額 △699,600 △614,800

リース債務の返済による支出 △1,490 △5,813

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,954,870 703,537

現金及び現金同等物に係る換算差額 124 △1,941

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △189,125 375,660

現金及び現金同等物の期首残高 1,367,624 1,245,602

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 67,103 －

現金及び現金同等物の期末残高 1,245,602 1,621,262
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 該当事項はありません。 
  

  

   
なお、上記以外は、最近の有価証券報告書(平成21年6月17日提出)における記載から重要な変更がないため

開示を省略しております。 

  

  

 
  
  
  
  

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

当連結会計年度 

(自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日)

1.会計処理基準に関する 

事項

 (1)重要な引当金の 

計上基準

①役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

②退職給付引当金

当社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上しております。過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(4年)による定額法により按

分した額を費用処理しております。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(4年)による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(会計方針の変更) 

当連結会計年度より「退職給付に係る会計基準」の一部改正(その3)(企業会計基

準第19号 平成20年7月31日)を適用しております。 

この変更による損益に与える影響はありません。 

なお、セグメント情報への影響額は当該箇所に記載しております。

(7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

  当連結会計年度 

(自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日)

(受託開発取引に係る収益及び費用の計上基準の変更)

受託開発取引に係る収益の計上基準については、従来、完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」(企業会計基準第15号 平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第18号 平成19年12月27日)を当連結会計年度より適用し、当連結会計年度に着手した契約か

ら、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるものについては進行基準(進捗率の見

積りは原価比例法)を、その他の開発については完成基準を適用しております。 

この変更による損益に与える影響はありません。 

なお、セグメント情報への影響額は当該箇所に記載しております。
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前連結会計年度(自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日) 
  

 
  

当連結会計年度(自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日) 
  

 
  

(8)連結財務諸表に関する注記事項

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

半導体及び 
電子デバイス 

事業

コンピュータ
システム関連 

事業 計(千円)
消去又は全社 

(千円)
連結(千円)

(千円) (千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

   売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

74,980,004 19,721,528 94,701,532 ― 94,701,532

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

─ ― ─    ─ ―

計 74,980,004 19,721,528 94,701,532  ─ 94,701,532

   営業費用 74,243,104 18,618,337 92,861,442 ─ 92,861,442

   営業利益 736,899 1,103,190 1,840,090 ─ 1,840,090

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
   資本的支出

   資産 30,877,152 8,617,525 39,494,677 1,185,547 40,680,225

   減価償却費 215,011 257,678 472,690 ─ 472,690

   資本的支出 305,380 391,470 696,850 ─ 696,850

半導体及び 
電子デバイス 

事業

コンピュータ
システム関連 

事業 計(千円)
消去又は全社 

(千円)
連結(千円)

(千円) (千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

   売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

67,439,459 17,706,028 85,145,487 ― 85,145,487

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

─ ― ─    ─ ―

計 67,439,459 17,706,028 85,145,487  ─ 85,145,487

   営業費用 66,576,720 16,489,178 83,065,898 ─ 83,065,898

   営業利益 862,739 1,216,850 2,079,589 ─ 2,079,589

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
   資本的支出

   資産 34,984,747 9,267,917 44,252,665 1,396,353 45,649,018

   減価償却費 216,884 268,201 485,085 ─ 485,085

   資本的支出 88,981 32,000 120,981 ─ 120,981
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(注) 1 事業の区分は、製品の種類・性質、販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

2 各区分の主な製品 

(1) 半導体及び電子デバイス事業・・・・半導体製品、その他電子部品 

(2) コンピュータシステム関連事業・・・コンピュータ・ネットワーク機器、ソフトウェア 

3  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、親会社の現金及び預金1,396,353千円でありま

す。 

4  会計処理の方法の変更 

(1)受託開発取引に係る収益及び費用の計上基準の変更  

受託開発取引に係る収益の計上基準については、従来、完成基準を適用しておりましたが、「工事契約

に関する会計基準」(企業会計基準第15号 平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日)を当連結会計年度より適用し、当連結会計年度に着

手した契約から、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるものについては進

行基準(進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の開発については完成基準を適用しております。 

 この変更による各セグメントの損益に与える影響はありません。 

(2)退職給付に係る会計基準の一部改正による変更  

当連結会計年度より「退職給付に係る会計基準」の一部改正(その3)(企業会計基準第19号 平成20年7月

31日)を適用しております。 

 この変更による各セグメントの損益に与える影響はありません。 

  

  

前連結会計年度（自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日）及び当連結会計年度（自 平成21年4

月1日 至 平成22年3月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が90％

を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日) 
  

 
  

当連結会計年度(自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日) 
  

   
(注) 1 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

2 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア・・・中国、香港、マレーシア、シンガポール他 

(2) その他・・・米国他 

3 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 9,502,975 176,891 9,679,866

Ⅱ 連結売上高(千円) ─ ─ 94,701,532

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

10.0 0.2 10.2

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 9,369,525 176,786 9,546,312

Ⅱ 連結売上高(千円) ─ ─ 85,145,487

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

11.0 0.2 11.2
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(注) 算定上の基礎 

 1. 1株当たり純資産額 

 
  

 2. 1株当たり当期純利益 

 
  

該当事項はありません。 

  

リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、

ストック・オプション等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくない

と考えられるため開示を省略しております。 

  

(1株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日)

当連結会計年度 
(自 平成21年4月 1日 
  至 平成22年3月31日)

1株当たり純資産額 202,012円93銭 1株当たり純資産額 206,711円56銭

1株当たり当期純利益 5,824円91銭 1株当たり当期純利益 11,000円86銭

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益に
ついては、希薄化効果を有している潜在株式
が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益に
ついては、希薄化効果を有している潜在株式
が存在しないため記載しておりません。

前連結会計年度
(自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年4月 1日 
  至 平成22年3月31日)

純資産の部の合計額（千円） 21,413,370 21,911,425

純資産の部の合計額から控除する 
金額（千円）

─ ─

普通株式に係る期末の純資産額 
（千円）

21,413,370 21,911,425

1株当たり純資産額の算定に用いら
れた期末の普通株式の数（株）

106,000 106,000

前連結会計年度
(自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年4月 1日 
  至 平成22年3月31日)

当期純利益(千円) 617,440 1,166,091 

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益(千円) 617,440 1,166,091 

普通株式の期中平均株式数(株) 106,000 106,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後1株当たり当期純利益の算定
に含めなかった潜在株式の概要

平成16年6月18日定時株主総会決
議ストックオプション普通株式
300株。平成17年6月21日定時株
主総会決議ストックオプション
普通株式350株。

平成16年6月18日定時株主総会決
議ストックオプション普通株式
300株。平成17年6月21日定時株
主総会決議ストックオプション
普通株式350株。

(重要な後発事象)

(記載の省略)
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年3月31日) 

当事業年度 
(平成22年3月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,185,547 1,396,353

受取手形 369,627 827,859

売掛金 14,080,558 18,582,529

商品及び製品 15,132,031 14,831,415

仕掛品 66,631 128,158

前渡金 290 35

前払費用 754,080 906,379

繰延税金資産 491,610 892,043

未収入金 1,310,731 2,240,304

未収消費税等 1,141,953 943,823

立替金 720,898 122,261

その他 1,634 －

貸倒引当金 △1,648 △2,177

流動資産合計 35,253,948 40,868,988

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,195,282 1,175,213

減価償却累計額 △343,010 △413,252

建物（純額） 852,272 761,960

構築物 17,647 17,647

減価償却累計額 △7,768 △8,560

構築物（純額） 9,878 9,086

工具、器具及び備品 1,374,187 1,421,684

減価償却累計額 △936,958 △1,097,486

工具、器具及び備品（純額） 437,229 324,198

リース資産 24,235 25,830

減価償却累計額 △1,915 △7,276

リース資産（純額） 22,320 18,553

有形固定資産合計 1,321,700 1,113,799

無形固定資産   

ソフトウエア 625,696 450,515

電話加入権 6,039 6,039

無形固定資産合計 631,736 456,554

投資その他の資産   

投資有価証券 49,115 18,000

関係会社株式 116,182 116,182

関係会社出資金 23,845 23,845

従業員に対する長期貸付金 200 －
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年3月31日) 

当事業年度 
(平成22年3月31日) 

破産更生債権等 506,190 504,955

差入保証金 600,712 590,988

長期前払費用 2,007 982

繰延税金資産 1,629,401 1,801,825

前払年金費用 482,857 427,372

その他 62,750 73,659

貸倒引当金 △511,509 △514,244

投資その他の資産合計 2,961,753 3,043,567

固定資産合計 4,915,189 4,613,921

資産合計 40,169,137 45,482,909

負債の部   

流動負債   

買掛金 6,493,653 6,998,167

短期借入金 3,100,000 4,700,000

リース債務 5,534 5,908

未払金 1,264,579 2,125,418

未払費用 167,665 288,345

未払法人税等 174,724 1,115,396

前受金 2,137,465 2,153,103

預り金 49,793 51,547

賞与引当金 479,382 842,684

役員賞与引当金 － 26,158

その他 81,582 212,768

流動負債合計 13,954,381 18,519,497

固定負債   

リース債務 18,347 13,834

退職給付引当金 4,304,637 4,715,170

役員退職慰労引当金 115,100 102,523

その他 346,400 367,399

固定負債合計 4,784,484 5,198,928

負債合計 18,738,866 23,718,425
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年3月31日) 

当事業年度 
(平成22年3月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,495,750 2,495,750

資本剰余金   

資本準備金 5,645,240 5,645,240

資本剰余金合計 5,645,240 5,645,240

利益剰余金   

利益準備金 200,000 200,000

その他利益剰余金   

別途積立金 12,000,000 12,200,000

繰越利益剰余金 1,123,725 1,290,660

利益剰余金合計 13,323,725 13,690,660

株主資本合計 21,464,716 21,831,650

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △6,002 －

繰延ヘッジ損益 △28,442 △67,167

評価・換算差額等合計 △34,444 △67,167

純資産合計 21,430,271 21,764,483

負債純資産合計 40,169,137 45,482,909
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(2)【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年4月 1日 
 至 平成21年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年4月 1日 
 至 平成22年3月31日) 

売上高   

商品売上高 86,228,350 74,360,024

製品売上高 1,781,140 1,528,877

売上高合計 88,009,490 75,888,901

売上原価   

商品期首たな卸高 17,125,926 15,132,031

当期商品仕入高 70,623,728 61,110,429

合計 87,749,655 76,242,461

商品期末たな卸高 15,132,031 14,826,287

商品売上原価 72,617,623 61,416,174

製品期首たな卸高 － －

当期製品製造原価 1,303,595 1,030,567

合計 1,303,595 1,030,567

製品期末たな卸高 － 5,128

製品売上原価 1,303,595 1,025,438

売上原価合計 73,921,218 62,441,612

売上総利益 14,088,272 13,447,289

販売費及び一般管理費   

役員報酬 178,800 160,350

従業員給料及び手当 4,156,443 4,180,888

従業員賞与 600,191 628,448

賞与引当金繰入額 432,710 767,272

役員賞与引当金繰入額 － 26,158

退職給付引当金繰入額 726,254 814,981

法定福利費 650,323 703,535

旅費及び交通費 573,515 439,289

減価償却費 442,527 431,496

電算機経費 695,355 496,468

地代家賃 895,465 790,778

研究開発費 253,758 257,118

業務委託費 1,138,656 939,861

貸倒引当金繰入額 － 345

その他 1,474,976 1,110,232

販売費及び一般管理費合計 12,218,979 11,747,226

営業利益 1,869,292 1,700,062
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年4月 1日 
 至 平成21年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年4月 1日 
 至 平成22年3月31日) 

営業外収益   

受取利息 835 154

受取配当金 249 25,996

為替差益 287,234 81,736

セミナー開催収入 2,893 1,949

業務受託料 182,859 167,368

受取保険金 25,260 －

保険配当金 23,231 22,324

その他 11,804 14,602

営業外収益合計 534,369 314,132

営業外費用   

支払利息 46,928 28,817

売上債権売却損 132,668 43,557

その他 19,599 6,642

営業外費用合計 199,196 79,017

経常利益 2,204,465 1,935,178

特別損失   

固定資産売却損 183 －

固定資産除却損 20,525 26,736

貸倒引当金繰入額 501,479 －

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 469 3,970

投資有価証券評価損 － 59,219

ゴルフ会員権評価損 14,879 251

本社移転費用 206,269 －

特別損失合計 743,806 90,177

税引前当期純利益 1,460,659 1,845,001

法人税、住民税及び事業税 677,278 1,413,758

法人税等調整額 13,835 △550,492

法人税等合計 691,113 863,266

当期純利益 769,545 981,734
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年4月 1日 
 至 平成21年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年4月 1日 
 至 平成22年3月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,495,750 2,495,750

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,495,750 2,495,750

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 5,645,240 5,645,240

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,645,240 5,645,240

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 200,000 200,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 200,000 200,000

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 10,700,000 12,000,000

当期変動額   

別途積立金の積立 1,300,000 200,000

当期変動額合計 1,300,000 200,000

当期末残高 12,000,000 12,200,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,353,779 1,123,725

当期変動額   

剰余金の配当 △699,600 △614,800

別途積立金の積立 △1,300,000 △200,000

当期純利益 769,545 981,734

当期変動額合計 △1,230,054 166,934

当期末残高 1,123,725 1,290,660

利益剰余金合計   

前期末残高 13,253,779 13,323,725

当期変動額   

剰余金の配当 △699,600 △614,800

別途積立金の積立 － －

当期純利益 769,545 981,734

当期変動額合計 69,945 366,934

当期末残高 13,323,725 13,690,660

東京エレクトロン デバイス㈱（2760）平成22年3月期　決算短信

－24－



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年4月 1日 
 至 平成21年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年4月 1日 
 至 平成22年3月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 21,394,770 21,464,716

当期変動額   

剰余金の配当 △699,600 △614,800

当期純利益 769,545 981,734

当期変動額合計 69,945 366,934

当期末残高 21,464,716 21,831,650

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △5,420 △6,002

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △582 6,002

当期変動額合計 △582 6,002

当期末残高 △6,002 －

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 64,622 △28,442

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △93,064 △38,724

当期変動額合計 △93,064 △38,724

当期末残高 △28,442 △67,167

評価・換算差額等合計   

前期末残高 59,202 △34,444

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △93,646 △32,722

当期変動額合計 △93,646 △32,722

当期末残高 △34,444 △67,167

純資産合計   

前期末残高 21,453,972 21,430,271

当期変動額   

剰余金の配当 △699,600 △614,800

当期純利益 769,545 981,734

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △93,646 △32,722

当期変動額合計 △23,701 334,212

当期末残高 21,430,271 21,764,483
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 該当事項はありません。 

  

代表取締役会長    砂川 俊昭（現、当社代表取締役社長） 

代表取締役社長    栗木 康幸（現、東京エレクトロン株式会社 執行役員） 

  

取  締  役    中村  隆 （現、東京エレクトロン株式会社 取締役） 

  

取  締  役     原  護 

  
（注）代表者の異動につきましては、平成22年3月26日付で「代表取締役の異動に関するお知らせ」として適時開

示を行っております。 

  

(4)継続企業の前提に関する注記

6. その他

(1) 役員の異動〔平成22年6月16日予定〕

[代表者の異動]（注）

[新任役員候補]

[退任予定役員]
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  (仕入、受注及び販売の状況) 

仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

   
(注) 1 セグメント間取引については、相殺消去しております。 

2 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

   
(注) 1 セグメント間取引については、相殺消去しております。 

2 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
3 金額は販売価格によっております。 

  

販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

   
(注) 1 セグメント間取引については、相殺消去しております。 

2 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり 
  ます。 

  

 
3 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) その他

 ①仕入実績

事業の種類別 
セグメントの名称

前連結会計年度
（自 平成20年4月 1日 

    至 平成21年3月31日）

当連結会計年度 
（自 平成21年4月 1日 

    至 平成22年3月31日）
仕入高
（千円）

増減率
（％）

仕入高
（千円）

増減率
（％）

半導体及び電子デバイス事業 65,138,524 △14.7 58,256,483 △10.6

コンピュータシステム関連事業 13,083,112 △33.1 12,172,366 △7.0

 合計 78,221,636 △18.4 70,428,849 △10.0

 ②受注実績

事業の種類別 
セグメントの 

名称

前連結会計年度
（自 平成20年4月 1日 

    至 平成21年3月31日）

当連結会計年度 
（自 平成21年4月 1日 

    至 平成22年3月31日）

受注高 
（千円）

増減率 
（％）

受注残高
（千円）

増減率
（％）

受注高
（千円）

増減率 
（％）

受注残高 
（千円）

増減率
（％）

半導体及び電子
デバイス事業

72,538,699 △15.3 5,737,469 △29.8 70,816,677 △2.4 9,114,688 58.9

コンピュータ 
システム関連事業

18,345,224 △28.4 3,767,256 △26.8 18,498,271 0.8 4,559,499 21.0

合計 90,883,924 △18.3 9,504,726 △28.7 89,314,948 △1.7 13,674,187 43.9

 ③販売実績

事業の種類別 
セグメントの名称

前連結会計年度
（自 平成20年4月 1日 

    至 平成21年3月31日）

当連結会計年度 
（自 平成21年4月 1日 

    至 平成22年3月31日）
販売高
（千円）

増減率
（％）

販売高
（千円）

増減率
（％）

半導体及び電子デバイス事業 74,980,004 △13.2 67,439,459  △10.1

コンピュータシステム関連事業 19,721,528 △23.2 17,706,028 △10.2

合計 94,701,532 △15.5 85,145,487 △10.1

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

金額
（千円）

割合
（％）

金額
（千円）

割合 
（％）

パナソニック株式会社 13,575,995 14.3 11,748,340 13.8
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